
  

 

第９号議案 

   令和８年度尾張旭市国民健康保険特別会計予算 

 令和８年度尾張旭市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，２８７，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１

００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

⑴ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

  令和８年２月２６日提出 

                     尾張旭市長 柴 田   浩  
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1 1,567,000

1 国民健康保険税 1,567,000

2 1

1 手数料 1

3 1,342

1 国庫補助金 1,342

4 4,964,510

1 県補助金 4,964,510

5 172

1 財産運用収入 172

6 739,321

1 他会計繰入金 739,321

7 1

1 繰越金 1

8 14,653

1 延滞金及び過料 9,001

2 雑入 5,652

7,287,000

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額
 千円

款
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1 138,512

1 総務管理費 108,056

2 徴税費 29,357

3 運営協議会費 384

4 趣旨普及費 715

2 4,872,439

1 療養諸費 4,252,333

2 高額療養費 601,000

3 移送費 100

4 出産育児諸費 14,006

5 葬祭諸費 5,000

3 2,158,000

1 医療給付費分 1,455,000

2 後期高齢者支援金等分 480,000

3 介護納付金等分 176,000

4 子ども・子育て支援納付金分 47,000

4 95,317

1 特定健康診査等事業費 76,673

2 保健事業費 18,644

5 172

1 基金積立金 172

6 75

1 公債費 75

7 10,300

1 償還金及び還付加算金 10,300

8 12,185予備費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

基金積立金

公債費

諸支出金

款

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円

総務費
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1 予備費 12,185

7,287,000

 千円

歳　　出　　合　　計

項 金　　　　　額款
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１　総　　括
（歳　　入）

1 国民健康保険税 1,567,000 1,419,300 147,700

2 使用料及び手数料 1 1 0

3 国庫支出金 1,342 0 1,342

4 県支出金 4,964,510 4,943,481 21,029

5 財産収入 172 2 170

6 繰入金 739,321 792,559 △53,238

7 繰越金 1 1 0

8 諸収入 14,653 14,656 △3

7,287,000 7,170,000 117,000歳　　入　　合　　計

 千円  千円  千円

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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（歳　　出）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 総務費 138,512 125,137 13,375 3,142 135,370 0

2 保険給付費 4,872,439 4,843,015 29,424 4,853,433 19,006

3 国民健康保険事業費納付金 2,158,000 2,082,991 75,009 66,758 603,952 1,487,290

4 保健事業費 95,317 95,859 △542 42,519 52,798

5 基金積立金 172 2 170 172 0

6 公債費 75 75 0 75

7 諸支出金 10,300 10,300 0 10,300

8 予備費 12,185 12,621 △436 12,185

7,287,000 7,170,000 117,000 4,965,852 0 739,494 1,581,654歳　　出　　合　　計

 千円

前年度予算額

 千円  千円  千円 千円

款 比　　　　較

 千円

本年度予算額

 千円

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源
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国民健康保険特別会計

証明手数料 1料

11 ○保険医療課1 1 1 0総務手数料 総務管理手数

1千円

1千円

　２款　使用料及び手数料

　１項　手数料

計 1,567,000 1,419,300 147,700

0 200 △200退職被保険者等国民健康保険税 （廃目）

滞納繰越分 5,280滞納繰越分

5,2807 ○保険医療課介護納付金分

越分

滞納繰越分 9,200援金分滞納繰

9,2006 ○保険医療課後期高齢者支

滞納繰越分 29,520滞納繰越分

29,5205 ○保険医療課医療給付費分

分現年課税分

現年課税分 36,000て支援納付金

36,0004 ○保険医療課子ども・子育

現年課税分 140,000現年課税分

140,0003 ○保険医療課介護納付金分

税分

現年課税分 350,000援金分現年課

350,0002 ○保険医療課後期高齢者支

現年課税分 997,000現年課税分

医療給付費分 997,0001 ○保険医療課

２　　歳    入

1 1,567,000 1,419,100 147,900一般被保険者国民健康保険税

 千円  千円  千円 千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円

1,567,000千円

1,567,000千円

　１款　国民健康保険税

　１項　国民健康保険税

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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国民健康保険特別会計

計 172 2 170

国民健康保険事業基金利子 172

1721 ○保険医療課1 172 2 170利子及び配当金 基金利子

172千円

172千円

　５款　財産収入

　１項　財産運用収入

計 4,964,510 4,943,481 21,029

特定健康診査等負担金分 17,846

県繰入金分 50,999

14,912特別調整交付金分

保険者努力支援分 27,320

111,0772 ○保険医療課特別交付金

普通交付金 4,853,433

4,853,4331 ○保険医療課1 4,964,510 4,943,481 21,029保険給付費等交付金 普通交付金

4,964,510千円

4,964,510千円

　４款　県支出金

　１項　県補助金

計 1,342 0 1,342

子ども・子育て支援金制度システム整備費補助金 1,342

徴税費補助金 1,3421 ○保険医療課

　３款　国庫支出金

　１項　国庫補助金

1 1,342 0 1,342総務費補助金

1,342千円

1,342千円

計 1 1 0

 千円  千円  千円 千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円

1千円

1千円

　２款　使用料及び手数料

　１項　手数料

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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国民健康保険特別会計

過料 1

2 1 1 0過料 過料 11 ○保険医療課

一般被保険者延滞金 9,000延滞金

9,0001 ○保険医療課1 9,000 9,000 0一般被保険者延滞金 一般被保険者

14,653千円

9,001千円

　８款　諸収入

　１項　延滞金及び過料

計 1 1 0

繰越金 1

11 ○保険医療課1 1 1 0繰越金 繰越金

1千円

1千円

　７款　繰越金

　１項　繰越金

計 739,321 792,559 △53,238

220,000　うち保険税引上緩和分

その他一般会計繰入金 418,555計繰入金

418,5554 ○保険医療課その他一般会

産前産後保険税繰入金分 601税繰入金

6013 ○保険医療課産前産後保険

金

未就学児均等割保険税繰入金分 3,372割保険税繰入

3,3722 ○保険医療課未就学児均等

保険者支援分 110,401

保険税軽減分 206,392繰入金

保険基盤安定 316,7931 ○保険医療課1 739,321 792,559 △53,238一般会計繰入金

 千円  千円  千円 千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円

739,321千円

739,321千円

　６款　繰入金

　１項　他会計繰入金

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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国民健康保険特別会計

計 5,652 5,654 △2

（廃目）0 1 △1退職被保険者等返納金

0 1 △1退職被保険者等第三者納付金 （廃目）

雑入 1

特別交付金過年度分追加交付金 1

指定公費受入金 150

○保険医療課3 152 152 0雑入 雑入 1521

一般被保険者返納金 500返納金

2 500 500 0一般被保険者返納金 一般被保険者 5001 ○保険医療課

一般被保険者第三者行為損害賠償金 5,000第三者納付金

5,0001 ○保険医療課1 5,000 5,000 0一般被保険者第三者納付金 一般被保険者

14,653千円

5,652千円

　８款　諸収入

　２項　雑入

計 9,001 9,002 △1

（廃目）0 1 △1退職被保険者等延滞金

 千円  千円  千円 千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円

14,653千円

9,001千円

　８款　諸収入

　１項　延滞金及び過料

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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　　費用弁償 320

　　会計年度任用職員社会保険料 952

　　会計年度任用職員期末勤勉手当 1,433

　　会計年度任用職員報酬 6,050

　98-0501 会計年度任用職員報酬 8,755

　　退職手当組合負担金 5,868

　　職員共済組合負担金 12,759

　　期末勤勉手当 16,901

　　時間外勤務手当 2,500

　　住居手当 20

　　通勤手当 645

　　地域手当 3,176

　　管理職手当 1,392

　　扶養手当 498

　　一般職給料 37,780及び交付金

81,539569負担金、補助18 　98-0201 人件費

　　共同消耗品等負担金 98
6,635委託料12

　　庁舎光熱水費等負担金 471

2,1457,997役務費11 　　診療報酬明細書二次点検業務委託料

　　電算事務委託料 4,490
535需用費10

　　第三者行為求償事務手数料 200

4,406340旅費8 　　共同電算処理手数料

　　郵便料 3,391
19,579共済費4

104,249

　　印刷製本費 357繰入金

26,565職員手当等3 　　消耗品費 1781

　　旅費 20手数料1,800
37,780給料2

県支出金 　12-0501 国民健康保険資格・管理事業 15,756使用料及び

○保険医療課104,2501,800 6,050報酬1

　１款　総務費

　１項　総務管理費

138,512千円

108,056千円

金　　額

97,1151 一般管理費 106,050 8,935

その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源 説　　　　　　　　　　　　明

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源

 千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

３　　歳    出

 千円  千円  千円 千円 千円
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　　委員報酬 384384

　12-0503 国民健康保険運営協議会事業 384費 繰入金

384報酬1 ○保険医療課3841 運営協議会 384 0 384

384千円

　１款　総務費 138,512千円

　３項　運営協議会費

0計 4,83329,357 24,524 28,01501,342

　　情報システム等利用負担金 4,424

　　保険税徴収業務負担金 6,533

　　住民情報システム改修委託料 5,830
及び交付金

　　電算事務委託料 9,798
10,957負担金、補助18

　　郵便料 2,153

60915,628委託料12 　　印刷製本費

　　消耗品費 1028,0151,342
2,153役務費11

　12-0502 国民健康保険税賦課事業 29,357繰入金国庫支出金

619需用費10 ○保険医療課24,5241 賦課徴収費 29,357 4,833 28,0151,342

29,357千円

　１款　総務費 138,512千円

　２項　徴税費

0計 8,788108,056 99,268 106,25601,800

　　銀行振込手数料負担金 131

　　オンライン資格確認等システム運営負担金 456

　　国保情報集約システム負担金 855

　　情報処理業務負担金 100

　　国民健康保険団体連合会負担金 4642,006

　12-0501 国民健康保険資格・管理事業 2,006及び交付金金 繰入金

○保険医療課2,006 2,006負担金、補助18

　１款　総務費

　１項　総務管理費

138,512千円

108,056千円

金　　額

2,1532 連合会負担 2,006 △147

その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源 説　　　　　　　　　　　　明

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源

 千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

 千円  千円  千円 千円 千円
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0計 1744,252,333 4,252,159 004,252,333

　　診療報酬明細書審査支払手数料 15,13315,133

　12-0505 国民健康保険保険給付事業 15,133県支出金数料

15,133 15,133役務費11 ○保険医療課15,1593 審査支払手 15,133 △26

　　一般被保険者療養費負担金 37,20037,200

　12-0505 国民健康保険保険給付事業 37,200県支出金 及び交付金者療養費

○保険医療課37,200 37,200負担金、補助1837,0002 一般被保険 37,200 200

　　一般被保険者療養給付費負担金 4,200,000費 4,200,000

及び交付金 　12-0505 国民健康保険保険給付事業 4,200,000者療養給付 県支出金

4,200,000負担金、補助18 ○保険医療課4,200,0001 一般被保険 4,200,000 0 4,200,000

4,252,333千円

　２款　保険給付費 4,872,439千円

　１項　療養諸費

0計 △246715 961 71500

　　消耗品費 715715

　12-0504 国民健康保険趣旨普及事業 715繰入金

715需用費10 ○保険医療課9611 趣旨普及費 715 △246 715

715千円

　１款　総務費 138,512千円

　４項　趣旨普及費

0計 0384 384 38400

説　　　　　　　　　　　　明

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源

　１款　総務費

　３項　運営協議会費

138,512千円

384千円

金　　額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円  千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円 千円
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14,006計 014,006 14,006 000

　　出産育児一時金支払事務手数料 6

　12-0505 国民健康保険保険給付事業 6数料

○保険医療課6 6役務費1162 審査支払手 6 0

　　出産育児一時金 14,000

及び交付金 　12-0505 国民健康保険保険給付事業 14,000時金

14,000 14,000負担金、補助18 ○保険医療課14,0001 出産育児一 14,000 0

14,006千円

　２款　保険給付費 4,872,439千円

　４項　出産育児諸費

0計 0100 100 00100

　　一般被保険者移送費負担金 100100

及び交付金 　12-0505 国民健康保険保険給付事業 100者移送費 県支出金

100負担金、補助18 ○保険医療課1001 一般被保険 100 0 100

100千円

　２款　保険給付費 4,872,439千円

　３項　移送費

0計 29,500601,000 571,500 00601,000

　　一般被保険者高額介護合算療養費負担金 1,000合算療養費 1,000

　12-0505 国民健康保険保険給付事業 1,000県支出金 及び交付金者高額介護

○保険医療課1,000 1,000負担金、補助181,5002 一般被保険 1,000 △500

　　一般被保険者高額療養費負担金 600,000費 600,000

及び交付金 　12-0505 国民健康保険保険給付事業 600,000者高額療養 県支出金

600,000負担金、補助18 ○保険医療課570,0001 一般被保険 600,000 30,000 600,000

説　　　　　　　　　　　　明

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源

　２款　保険給付費

　２項　高額療養費

4,872,439千円

601,000千円

金　　額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円  千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円 千円
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145,715計 4,285176,000 171,715 30,28500

　　介護納付金等分 176,00030,285

及び交付金 　12-0519 国民健康保険事業費納付金 176,000等分 繰入金

145,715 176,000負担金、補助18 ○保険医療課171,7151 介護納付金 176,000 4,285 30,285

176,000千円

　３款　国民健康保険事業費納付金 2,158,000千円

　３項　介護納付金等分

394,337計 7,109480,000 472,891 85,66300

分

　　一般被保険者後期高齢者支援金等分 480,000者支援金等 85,663

及び交付金 　12-0519 国民健康保険事業費納付金 480,000者後期高齢 繰入金

394,337 480,000負担金、補助18 ○保険医療課472,8911 一般被保険 480,000 7,109 85,663

480,000千円

　３款　国民健康保険事業費納付金 2,158,000千円

　２項　後期高齢者支援金等分

900,238計 16,6151,455,000 1,438,385 488,004066,758

　　一般被保険者医療給付費分 1,455,000費分 488,00466,758

及び交付金 　12-0519 国民健康保険事業費納付金 1,455,000者医療給付 繰入金県支出金

900,238 1,455,000負担金、補助18 ○保険医療課1,438,3851 一般被保険 1,455,000 16,615 488,00466,758

1,455,000千円

　３款　国民健康保険事業費納付金 2,158,000千円

　１項　医療給付費分

5,000計 △2505,000 5,250 000

　　葬祭費 5,000

及び交付金 　12-0505 国民健康保険保険給付事業 5,000

5,000 5,000負担金、補助18 ○保険医療課5,2501 葬祭費 5,000 △250

説　　　　　　　　　　　　明

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源

　２款　保険給付費

　５項　葬祭諸費

4,872,439千円

5,000千円

金　　額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円  千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円 千円
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40,147計 △1,21976,673 77,892 0036,526

　　費用弁償 100

　　会計年度任用職員社会保険料 433

　　会計年度任用職員期末勤勉手当 663

　　会計年度任用職員報酬 1,699

　98-0501 会計年度任用職員報酬 2,895

　　受診勧奨通知作成委託料 5,566

　　健康情報システム運用委託料 569
70,033委託料12

　　特定健康診査通知書作成委託料 2,553

1,4453,372役務費11 　　特定保健指導委託料

　　特定健康診査委託料 59,900
323需用費10

　　特定健診・保健指導データ管理手数料 1,184

295100旅費8 　　特定健診・保健指導費用決済手数料

　　郵便料 1,893
50報償費7

　　印刷製本費 129

194433共済費4 　　消耗品費

　　特定保健指導医師等謝礼 5036,526
663職員手当等3

　12-0511 特定健診・特定保健指導事業 73,778査等事業費 県支出金

40,147 1,699報酬1 ○保険医療課77,8921 特定健康診 76,673 △1,219 36,526

76,673千円

　４款　保健事業費 95,317千円

　１項　特定健康診査等事業費

47,000計 47,00047,000 0 000

47,000付金分 　　子ども・子育て支援納付金分

　12-0519 国民健康保険事業費納付金 47,000及び交付金育て支援納

○保険医療課47,000 47,000負担金、補助18

　３款　国民健康保険事業費納付金

　４項　子ども・子育て支援納付金分

2,158,000千円

47,000千円

金　　額

01 子ども・子 47,000 47,000

その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源 説　　　　　　　　　　　　明

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源

 千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

 千円  千円  千円 千円 千円
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　　一時借入金利子 75

及び割引料 　12-0514 一時借入金利子 75

75 75償還金、利子22 ○保険医療課751 利子 75 0

75千円

　６款　公債費 75千円

　１項　公債費

0計 170172 2 17200

　　基金積立金 172172

　12-0513 国民健康保険事業基金積立金 172財産収入

172積立金24 ○保険医療課21 基金積立金 172 170 172

172千円

　５款　基金積立金 172千円

　１項　基金積立金

12,651計 67718,644 17,967 005,993

　　健康診査負担金 3,300

　　医療費適正化事業委託料 132

　　簡易脳検診受検者選定委託料 28

　　簡易脳検診委託料 2,400

　　短期人間ドック通知書作成委託料 506

　　短期人間ドック委託料 4,542

　　医療費通知等作成委託料 3,839
及び交付金

　　情報提供手数料 36
3,300負担金、補助18

　　郵便料 3,623

12611,447委託料12 　　印刷製本費

　　消耗品費 1125,993
3,659役務費11

　12-0512 国民健康保険健康増進事業 18,644県支出金

12,651 238需用費10 ○保険医療課17,9671 疾病予防費 18,644 677 5,993

説　　　　　　　　　　　　明

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源

　４款　保健事業費

　２項　保健事業費

95,317千円

18,644千円

金　　額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円  千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円 千円
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12,185計 △43612,185 12,621 000

　　予備費 12,185

　82-0924 予備費 12,185

12,185 12,185予備費 ○保険医療課12,6211 予備費 12,185 △436

12,185千円

　８款　予備費 12,185千円

　１項　予備費

10,300計 010,300 10,300 000

300金 　　一般被保険者保険税還付加算金

　12-0515 国民健康保険税還付金及び還付加算金 300及び割引料者還付加算

○保険医療課300 300償還金、利子223002 一般被保険 300 0

　　一般被保険者過年度保険税還付金 10,000付金

及び割引料 　12-0515 国民健康保険税還付金及び還付加算金 10,000者保険税還

10,000 10,000償還金、利子22 ○保険医療課10,0001 一般被保険 10,000 0

10,300千円

　７款　諸支出金 10,300千円

　１項　償還金及び還付加算金

75計 075 75 000

説　　　　　　　　　　　　明

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源

　６款　公債費

　１項　公債費

75千円

75千円

金　　額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円  千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円 千円
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給与費明細書

１　特　別　職

期末手当
（千円）

年間支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

その他の
特 別 職

15 384 384 384

計 15 384 384 384

その他の
特 別 職

15 384 384 384

計 15 384 384 384

その他の
特 別 職

0 0 0 0

計 0 0 0 0

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分 備　　考職員数 報　　酬 給　　料 地域手当
その他の
手　　当

計 共 済 費 合　　計

本年度

長　　等

議　　員

前年度

長　　等

議　　員

比　較

長　　等

議　　員
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２　一　般　職

　⑴　総　　括

給　　　　　与　　　　　費

職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(5)

9

(5)

9

(0)

0

※　職員数の（　）内は、短時間勤務職員の数を別掲

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

9,050 2,371 11,421

職
員
手
当
の
内
訳

区
　
分

扶　養
手　当

16,901 2,096

前
年
度

330 1,392 2,389 434 356 2,500 14,439 2,016

本
年
度

498 1,392 3,176 645 20 2,500

比
　
較

168 0 787 211 △ 336 0 　 　 2,462 80 　

区
　
分

本
年
度

7,749 37,780 27,228 72,757 20,012 92,769

前
年
度

7,493 32,358 23,856 63,707 17,641 81,348

比
　
較

256 5,422 3,372

その他の
手　　当

管理職
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

時 間 外
勤務手当

特殊勤務
手　　当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　当

会計年度任
用職員期末
勤勉手当
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

給　　　　　与　　　　　費

職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( )

9

( )

9

( )

0

※　職員数の（　）内は、短時間勤務職員の数を別掲

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

8,714 2,224 10,938

職
員
手
当
の
内
訳

区
　
分

扶　養
手　当

16,901

前
年
度

330 1,392 2,389 434 356 2,500 14,439

本
年
度

498 1,392 3,176 645 20 2,500

比
　
較

168 0 787 211 △ 336 0 　 　 2,462 　 　

区
　
分

本
年
度

37,780 25,132 62,912 18,627 81,539

前
年
度

32,358 21,840 54,198 16,403 70,601

比
　
較

　 5,422 3,292

その他の
手　　当

管理職
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

時 間 外
勤務手当

特殊勤務
手　　当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　当

会計年度任
用職員期末
勤勉手当
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　　イ　会計年度任用職員

給　　　　　与　　　　　費

職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(5)

(5)

(0)

※　職員数の（　）内は、短時間勤務職員の数を別掲

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

336 147 483

職
員
手
当
の
内
訳

区
　
分

2,096

前
年
度

2,016

本
年
度

比
　
較

　 　 　 　 　 　 　 　 80 　

区
　
分

本
年
度

7,749 2,096 9,845 1,385 11,230

前
年
度

7,493 2,016 9,509 1,238 10,747

比
　
較

256 80

会計年度任
用職員期末
勤勉手当

その他の
手　　当

扶　養
手　当

管理職
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

時 間 外
勤務手当

特殊勤務
手　　当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　当
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　⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千円）

給　　料 5,422 給与改定に伴う増減分 1,146 給与改定の状況

　給与改定率　3.3％

　給与改定実施時期　令和7年4月

昇給に伴う増加分 256

その他の増減分 4,020 人員配置等に伴う増減分 3,279

その他の増減分 741

職員手当 3,372 制度改正に伴う増減分 607 地域手当 406 地域手当率改定分（改定率　1％）

期末勤勉手当 178

会計年度任用職員
期末勤勉手当

23

その他の増減分 2,765 期末勤勉手当 2,284

地域手当 381

住居手当 △ 336

その他 436

区　　分 備　　　　考

支給月数改定分
（改定月数　0.05月）

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明

（千円） （千円）
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　⑶　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　任　給

区 分 一 般 行 政 職

平均給料月額　（円） 340,389

平均給与月額　（円） 389,464
令和８年１月１日
現　　　　　　在

平　均　年　齢 43歳 3月

平均給料月額　（円） 326,788

平均給与月額　（円） 380,364

平　均　年　齢 39歳 3月

国　の　制　度

一般行政職

（円） （円）

令和７年１月１日
現　　　　　　在

区　　　分
一般行政職

高　校　卒 206,700 200,300

大　学　卒 237,600 232,000
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　　ウ　級 別 職 員 数 　　（級別の基準となる職務）

区分 一 般 行 政 職

９級 ( ) ( ) 部長の職務

８級 ( ) ( ) 高度の知識又は経験を必要とする部次長の職務

７級 ( ) 1 ( ) 11.1 部次長の職務

６級 ( ) ( ) 高度の知識又は経験を必要とする課長の職務

５級 ( ) 1 ( ) 11.1 課長の職務

４級 ( ) 2 ( ) 22.2 高度の知識又は経験を必要とする課長補佐の職務

３級 ( ) 1 ( ) 11.1

２級 ( ) 3 ( ) 33.4

１級 ( ) 1 ( ) 11.1

計 ( ) 9 ( ) 100.0

９級 ( ) ( )

８級 ( ) ( )

７級 ( ) 1 ( ) 11.1

６級 ( ) ( )

５級 ( ) 1 ( ) 11.1 主事の職務

４級 ( ) 2 ( ) 22.2 主事補の職務

３級 ( ) 2 ( ) 22.2

２級 ( ) 1 ( ) 11.1

１級 ( ) 2 ( ) 22.3

計 ( ) 9 ( ) 100.0

※　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員について別掲

区　分
級 ９級 高度の知識又は経験を必要とする部長の職務

８級

令和８年１月１日
現　　　　　　在

一般行政職

職員数 構成比

（人） （％）

７級

６級

５級 課長補佐の職務

４級 係長の職務

令和７年１月１日
現　　　　　　在

３級 主査の職務

２級 高度の知識又は経験を必要とする主事の職務

１級
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　　エ　昇 給

※　職員数は、育児休業者、派遣職員及び暫定再任用職員並びに定年前再任用短時間勤務職員を除く。

代表的な職種

一般行政職

　職　 　員 　　数 （Ａ）　　　（人） 9 9

　昇給に係る職員数 （Ｂ）　　　（人） 8 8

１号給　　（人）

２号給　　（人）

３号給    （人）

４号給    （人） 7 7

６号給    （人） 1 1

８号給    （人）

　比　　　　　　率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 88.9 88.9

　職　 　員 　　数 （Ａ）　　　（人） 9 9

　昇給に係る職員数 （Ｂ）　　　（人） 8 8

１号給　　（人）

２号給　　（人）

３号給    （人）

４号給    （人） 7 7

　比　　　　　　率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 88.9 88.9

区 分 合計

　号 給 数 別 内 訳

　号 給 数 別 内 訳

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

６号給    （人） 1 1

８号給    （人）

- 27 -



　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

※　（　）内は、暫定再任用職員及び定年前再任用短時間勤務職員の支給率を記載

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　キ　地　域　手　当

2.30 4.60

(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

加 算 措 置 等

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

33.27075 47.709 47.709

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支 給 率 （％） 8

支 給 対 象 職 員 数 （人） 9

国の指定基準に基づく支給率 （％） 8

区 分 備　　考

本年度 有

支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

　　　　　６月　　（月分） 　　　　 １２月　 （月分） （月分） 級等による加算措置

前年度 有

国の制度 有
(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

(1.20) (1.20) (2.40)

2.30

区 分 備　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

国 の 制 度 定年前早期退職特例措置

（支給率等） （2％～45％加算）
24.586875
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　　ク　特 殊 勤 務 手 当

　　ケ　そ の 他 の 手 当

代表的な職種

一般行政職

　支給対象職員の比率　　　 （％）

　（令和８年１月１日現在）

区 分 全 職 種

　給料総額に対する比率　　 （％） ― ―

― ―

　代表的な特殊勤務手当の名称 ―

区 分 国の制度との異同

通 勤 手 当 同じ

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同じ

住 居 手 当 同じ
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